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平成２９年２月２４日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号、同●●号、平成●●（○○）第●●号、同●●号 差

押債権取立請求事件（以下、平成●●年（○○）第●●号事件を「Ｆ号」、同●●号

事件を「Ｇ号」、平成●●年（○○）第●●号事件を「Ｈ号」、同●●号事件を「Ｉ

号」と略記する。） 

口頭弁論終結日 平成２８年１２月２７日 

 

判     決 

原告         国 

被告         Ｙ 

 

       主     文 

１ 被告は、原告に対し、１２７万２１２２円及びこのうち５７万円に対する平

成２７年１月１日から支払済みまで年９分１厘の割合を乗じて計算した金額

［ただし、平成２９年１月１日以降に支払済みとなる場合には、平成２８年１

２月３１日まで年９分１厘の割合、平成２９年１月１日から支払済みまで年１

４分６厘の割合（ただし、租税特別措置法９４条１項所定の各年の特例基準割

合が年７分３厘の割合に満たない場合には、その年中においては、年１４分６

厘の割合にあっては当該特例基準割合に年７分３厘を加算した割合）を乗じて

計算した各金額（ただし、その各金額につき１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てたもの）]を合計した金員（ただし、その合計金額につき１０

０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てたもの）を支払え。 

２ 被告は、原告に対し、１４６万３４２２円及びこのうち５７万円に対する平

成２７年１月１日から支払済みまで年９分１厘の割合を乗じて計算した金額

［ただし、平成２９年１月１日以降に支払済みとなる場合には、平成２８年１

２月３１日まで年９分１厘の割合、平成２９年１月１日から支払済みまで年１
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４分６厘の割合（ただし、租税特別措置法９４条１項所定の各年の特例基準割

合が年７分３厘の割合に満たない場合には、その年中においては、年１４分６

厘の割合にあっては当該特例基準割合に年７分３厘を加算した割合）を乗じて

計算した各金額（ただし、その各金額につき１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てたもの）］を合計した金員（ただし、その合計金額につき１０

０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てたもの）を支払え。 

３ 被告は、原告に対し、１５０万４８２２円及びこのうち５７万円に対する平

成２７年１月１日から支払済みまで年９分１厘の割合を乗じて計算した金額

［ただし、平成２９年１月１日以降に支払済みとなる場合には、平成２８年１

２月３１日まで年９分１厘の割合、平成２９年１月１日から支払済みまで年１

４分６厘の割合（ただし、租税特別措置法９４条１項所定の各年の特例基準割

合が年７分３厘の割合に満たない場合には、その年中においては、年１４分６

厘の割合にあっては当該特例基準割合に年７分３厘を加算した割合）を乗じて

計算した各金額（ただし、その各金額につき１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てたもの）］を合計した金員（ただし、その合計金額につき１０

０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てたもの）を支払え。 

４ 被告は、原告に対し、次の（１）ないし（３）の各金額を合計した金員を支

払え。 

（１） １１３万４３００円 

（２） ２５万５７２０円及び上記（１）の金額のうち２８万円に対する平成２

７年１月１日から支払済みまで年９分１厘の割合を乗じて計算した金額

［ただし、平成２９年１月１日以降に支払済みとなる場合には、平成２８

年１２月３１日まで年９分１厘の割合、平成２９年１月１日から支払済み

まで年１４分６厘の割合（ただし、租税特別措置法９４条１項所定の各年

の特例基準割合が年７分３厘の割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４分６厘の割合にあっては当該特例基準割合に年７分３厘を加
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算した割合）を乗じて計算した各金額（ただし、その各金額につき１円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てたもの）］を合計した金員（た

だし、その合計金額につき１００円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てたもの） 

（３） ２５万８３９７円及び上記（１）の金額のうち２９万円に対する平成２

７年１月１日から支払済みまで年９分１厘の割合を乗じて計算した金額

［ただし、平成２９年１月１日以降に支払済みとなる場合には、平成２８

年１２月３１日まで年９分１厘の割合、平成２９年１月１日から支払済み

まで年１４分６厘の割合（ただし、租税特別措置法９４条１項所定の各年

の特例基準割合が年７分３厘の割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４分６厘の割合にあっては当該特例基準割合に年７分３厘を加

算した割合）を乗じて計算した各金額（ただし、その各金額につき１円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てたもの）］を合計した金員（た

だし、その合計金額につき１００円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てたもの） 

５ 訴訟費用は被告の負担とする。 

６ この判決は、第１項ないし第４項につき、仮に執行することができる。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 主位的請求 

   主文同旨 

 ２ 予備的請求 

   主文同旨 

第２ 事案の概要 

本件は、原告である国が、訴外有限会社Ｊ（以下「Ｊ」という。）、訴外有限
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会社Ｋ（以下「Ｋ」という。）、訴外有限会社Ｌ（以下「Ｌ」という。）及び訴外

有限会社Ｍ（以下、「Ｍ」といい、Ｊ、Ｋ及びＬと併せて「各滞納会社」という。）

に対して有する各租税債権に関し、上記各滞納会社が被告に対して有する各委

託業務報酬等の支払債権につきその差押えを行って各取立権を取得したとして、

被告に対し、各取立権に基づく各委託業務報酬等の支払を求める事案である（主

位的請求）。なお、原告は、仮に被告が本訴訟にて主張する相殺の抗弁（予備的

主張）が認められるような場合でも、上記各委託業務報酬等の支払債権のうち

相殺によって消滅する部分の後に履行期が到来する部分にも上記差押えの効力

は及ぶとして、主位的請求と同趣旨の予備的請求を立てている。 

これに対し、被告は、① 上記各差押えは被差押債権の特定を欠いているか

ら無効である、② 将来債権についての上記各差押えは無効である、③ 上記

各委託業務報酬等の支払債権についてはその後各滞納会社に弁済をしているか

から同債権はいずれも消滅している、④ 仮に弁済による消滅が認められない

場合でも、被告は、原告の有する上記各委託業務報酬等の支払債権と被告が各

滞納会社に対して有する貸付金につき、本訴訟において対等額にて相殺する旨

の意思表示をしており、これによって同支払債権はいずれも消滅している（相

殺の抗弁。予備的主張）などと主張して、原告の請求を争っている。 

１ 前提事実（争いのない事実若しくは証拠上容易に認められる事実） 

（１） 当事者 

ア 原告は、各滞納会社に対する租税債権を有する国であり、被告は、各

滞納会社との間で委託契約を締結し、各滞納会社に対し委託報酬支払債務

を負っている個人である。 

イ 各滞納会社のうち、Ｊは平成１８年２月●日に、Ｋは平成１７年３月

●日に、Ｌは平成１０年８月●日に、Ｍは平成１７年８月●日に、それぞ

れ設立され、いずれも不動産の賃貸及び管理等を業とする有限会社であり、

その本店所在地は、いずれも静岡県●●である。また、各滞納会社の取締
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役は、いずれも被告及びＮ（被告の妻）の２名である（Ｆ号甲Ａ１、Ｇ号

甲Ｂ１、Ｈ号甲Ｄ１、Ｉ号甲Ｅ１）。 

（２） 原告の各滞納会社に対する租税債権の存在 

ア 原告（所管庁・名古屋国税局長）は、平成２６年１月１６日時点にお

いて、各滞納会社に対し、納期限を経過した租税債権を有していた。 

イ（ア） このうち、Ｊについては、上記日に未納本税額が完納された場

合の租税債権額は１２２万１９００円であり、同月１７日以降に発

生した延滞税を加算した全額が未納になっていた（Ｆ号甲Ａ２、弁

論の全趣旨）。 

（イ） Ｋについては、上記日に未納本税額が完納された場合の租税債権

額は１４１万３２００円であり、同月１７日以降に発生した延滞税

を加算した全額が未納になっていた（Ｇ号甲Ｂ２、弁論の全趣旨）。 

（ウ） Ｌについては、上記日に未納本税額が完納された場合の租税債権

額は１４５万４６００円であり、同月１７日以降に発生した延滞税

を加算した全額が未納になっていた（Ｈ号甲Ｄ２の１、弁論の全趣

旨）。 

（エ） Ｍについては、上記日に未納本税額が完納された場合の租税債権

額は１５９万８１００円であり、同月１７日以降に発生した延滞税

を加算した全額が未納になっていた（Ｉ号甲Ｅ２の１、弁論の全趣

旨）。 

（３） 各滞納会社と被告との間の委託契約の存在 

ア Ｊは、平成１９年１月１日、被告との間で、被告が所有している物件

（不動産）につき、被告が賃貸管理業務（①管理委託、②清掃委託、③共

用部メンテナンス委託、④その他業務委託）をＪに委託し、委託業務報酬

として月額合計７５万円を同社に支払う旨の委託契約（以下「本件委託契

約１」という。）を締結し、同契約は現在まで更新されて継続している（Ｆ
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号甲Ａ３～６）。 

イ Ｋは、平成１９年１月１日、被告との間で、被告が所有している物件

（不動産）につき、被告が賃貸管理業務（①管理委託、②清掃委託、③共

用部メンテナンス委託、④その他業務委託）をＫに委託し、委託業務報酬

として月額合計７５万円を同社に支払う旨の委託契約（以下「本件委託契

約２」という。）を締結し、同契約は現在まで更新されて継続している（Ｇ

号甲Ｂ３～６）。 

ウ Ｌは、平成１９年１月１日、被告との間で、被告が所有している物件（不

動産）につき、被告が賃貸管理業務（①管理委託、②清掃委託、③共用部

メンテナンス委託、④その他業務委託）をＬに委託し、委託業務報酬とし

て月額合計７５万円を同社に支払う旨の委託契約（以下「本件委託契約３」

という。）を締結し、同契約は現在まで更新されて継続している（Ｈ号甲

Ｄ６～１０）。 

エ Ｍは、平成１９年１月１日、被告との間で、被告が所有している物件（不

動産）につき、被告がインターネットによる入居者募集等の業務をＭに委

託し、委託業務報酬として月額３０万円を同社に支払う旨の委託契約（以

下、「本件委託契約４」といい、本件委託契約１～同３と併せて「本件各

委託契約」という。）を締結した。また、Ｍは、Ｊ、Ｋ及びＬが被告と締

結した上記各委託契約に基づく各社の委託業務につき、各社から業務の補

助の委託を受け、各社から月額８万円を支払う内容の委託契約を締結し、

上記各契約は現在まで更新されて継続している（Ｉ号甲Ｅ６、同１２の１

～５、同１３の１～５、同１４～１７）。 

（４） 原告による本件各委託契約に基づく委託業務報酬等の支払請求権の差押

え等 

ア 原告は、平成２６年１月１６日、各滞納会社に対する租税債権（以下

「本件各租税債権」という。）を徴収するため、国税徴収法（以下「徴収
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法」という。）４７条１項及び６２条の規定に基づき、各滞納会社が第三

債務者である被告に対して有する本件各委託契約に基づく委託業務報酬

及び諸費用の支払請求権（以下、Ｊの被告に対する上記報酬等債権を「本

件報酬等債権１」、Ｋの被告に対する上記報酬等債権を「本件報酬等債権

２」、Ｌの被告に対する上記報酬等債権を「本件報酬等債権３」、Ｍの被

告に対する上記報酬等債権を「本件報酬等債権４」といい、本件報酬等

債権１～４を総称して「本件各報酬等債権」という。）を各差し押さえ（以

下、本件報酬等債権１についての差押えを「本件差押１」、本件報酬等債

権２についての差押えを「本件差押２」、本件報酬等債権３についての差

押えを「本件差押３」、本件報酬等債権４についての差押えを「本件差押

４」といい、これらを総称して「本件各差押え」という。）、平成２６年

１月１６日付けの各差押調書（以下「本件各債権差押調書」という。）は、

同月２０日、各滞納会社に送達されるとともに、これらに基づく各債権

差押通知書（以下「本件各債権差押通知書」という。）が、同日被告に送

達された（Ｆ号甲Ａ７、８。Ｇ号甲Ｂ７、８。Ｈ号甲Ｄ１１、１２。Ｉ

号甲Ｅ１８、１９）。 

なお、本件各債権差押調書及び本件各債権差押通知書における滞納税金

（本件各租税債権）目録及び財産（本件各報酬等債権）目録の記載内容は、

別紙１～８のとおり（Ｆ号については別紙１、２。Ｇ号については別紙３、

４。Ｈ号については別紙５、６。Ｉ号については別紙７、８。）であり、

差し押さえるべき債権の範囲を示す各財産目録には、「ただし、滞納国税

に満つるまで。」との記載がされている（Ｆ号甲Ａ７、Ｇ号甲Ｂ７、Ｈ号

甲Ｄ１１、Ｉ号甲Ｅ１８、弁論の全趣旨）。 

イ その後被告は、原告の履行催告に対し、本件各報酬等債権の履行をして

いない（Ｆ号甲Ａ１０～１３、Ｇ号甲Ｂ１０～１３。Ｈ号甲Ｄ１３～２６。

Ｉ号甲Ｅ２０～３１）。 
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（５） 被告による各相殺の意思表示（予備的主張） 

被告は、本件訴訟において、本件各報酬等債権について弁済の主張をした

上、予備的に、被告の各滞納会社に対する上記貸金返還請求権を自働債権、

原告の本件各差押えをして被告に請求する本件各報酬等債権を受働債権と

して、対当額で消滅させる旨の相殺の意思表示をＦ号、Ｇ号については、

各第８回口頭弁論期日において、Ｈ号、Ｉ号については、各第２回口頭弁

論期日において行った。 

２ 争点 

（１） 本件各差押えにつき、被差押債権の特定はされているか。 

（２） 将来債権についての本件各差押えは有効か。 

（３） 本件各差押えの効力の及ぶ範囲はどこまでか。 

（４） 被告は、本件各報酬等債権の弁済を原告に対抗できるか。 

（５） 被告の相殺の抗弁に理由はあるか、仮に理由があった場合、原告の予備

的請求に理由はあるか。 

３ 当事者の主張 

（１） 争点（１）（本件各差押えにつき、被差押債権の特定はされているか。）

について 

（原告の主張） 

本件各債権差押調書及び本件各債権差押通知書の記載は、徴収法６２条

に規定されている差押えの手続及び効力発生時期についての統一的な指針

を示した徴収法基本通達に沿って表示されており（基本通達６２条関係中

の２４、Ｆ号甲Ａ１５）、また、継続収入の債権については、徴収すべき国

税の額の全部を徴収できるまで、差押えの効力は及ぶとされているから（徴

収法６６条。上記基本通達６６条関係中の２、Ｆ号甲Ａ１５）、本件各報酬

等債権についても、本件各租税債権の額に満つるまで、本件各差押えの効

力は及んでいる。 
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以上によれば、本件各差押えにつき、被差押債権の特定に欠けるところ

はない。 

（被告の主張） 

ア 原告の主張は否認し争う。 

イ 本件各債権差押調書及び本件各債権差押通知書によれば、Ｆ号、Ｇ号、

Ｈ号については、本件委託契約１～３の内容である①管理委託業務、②

清掃委託業務、③共用部メンテナンス委託業務、④その他業務委託業務

に基づく債権の積算順序を、Ｉ号については本件委託契約４に基づく債

権の積算順序を被告がそれぞれ識別することが不可能であるから、本件

各差押えは特定性に欠けている。 

また、最高裁平成２３年９月２０日第三小法廷決定は、差押債権の識別

基準として、第三債務者において、差押えの効力が送達の時点で生ずるこ

とにそぐわない事態とならない程度に速やかに、かつ、確実に差し押さえ

られた債権を識別することができるものでなければならない旨判示して

いる。ところが、本件各債権差押調書及び本件各債権差押通知書記載の差

押財産目録の表示では、第三者債務者である被告が、確実に差押債権と差

押債権でないものを識別することができる表示があったものとは認めら

れないから、本件各差押えは違法、無効である。 

（２） 争点（２）（将来債権についての本件各差押えは有効か。）について 

（原告の主張） 

徴収法６６条は、「給料若しくは年金又はこれらに類する継続収入の債権

の差押の効力は、徴収すべき国税の額を限度として、差押後に収入すべき

金額に及ぶ。」と規定しており、同条の適用を受ける債権は、給料、年金の

ほか、俸給、歳費、恩給、賃貸料、社会保険制度に基づく診療報酬債権等、

同一の継続的関係に基づいて発生する債権とされているところ、本件各報

酬等債権は、本件各委託契約という基本となる同一の継続的関係に基づい
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て発生する債権であるから、将来債権についての本件各差押えは有効であ

る。 

（被告の主張） 

ア 原告の主張は否認し争う。 

イ 徴収法６６条は、「給料若しくは年金又はこれらに類する継続収入の債

権の差押の効力は、徴収すべき国税の額を限度として、差押後に収入す

ベき金額に及ぶ。」と規定しているものの、本件各報酬等債権は、「給料」

や「年金」でなく、「これらに類する継続収入の債権」にも該当しない。 

そして、平成２６年１月１６日時点において、本件各報酬等債権は生じ

ていないから、原告はこれらを差し押さえることができず、徴収法６７条

１項に基づく本件各差押えは無効である。 

（３） 争点（３）（本件各差押えの効力の及ぶ範囲はどこまでか。）について 

（原告の主張） 

本件各報酬等債権は、本件各委託契約という同一の継続的関係に基づい

て発生する債権であり、継続収入と認められるところ、継続収入の債権の

差押えの効力は、徴収すべき国税の額を限度として、差押え後に収入すべ

き金額に及び（徴収法６６条）、また本件各差押えでは、「滞納国税の額に

満つるまで」の範囲で差押えをしている（Ｆ号甲Ａ７の２枚目、Ｇ号甲Ｂ

７の３枚目、Ｈ号甲Ｄ１１の３枚目、Ｉ号甲Ｅ１８の３枚目）。したがって、

本件各差押えは滞納国税に満つるまでの範囲でされたものであるから、本

件各差押えの効力は、滞納国税である本件各租税債権額に満つるまでの範

囲に及ぶものである。 

（被告の主張） 

本件各差押えは、滞納国税に満つるまでの範囲を超えて差押え後に収入す

ベき金額にまでされたものである。 

（４） 争点（４）（被告は、本件各報酬等債権の弁済を原告に対抗できるか。）
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について 

（被告の主張） 

ア 原告が主張する各滞納会社の被告に対する本件各報酬等債権について

は、既に被告から各滞納会社に弁済済みである（Ｆ号乙Ａ１～４の１２、

Ｇ号乙Ｂ１～４の１２、Ｈ号乙Ｄ１～４の１４、Ｉ号乙Ｅ１の１～４の４）。 

イ また、原告は民法４８１条の本件各差押えへの適用について主張、立

証をしないから、被告は、上記各弁済を原告である国に対抗することがで

きる。 

（原告の主張） 

ア 被告の主張は否認し争う。 

イ 原告の各弁済の事実については不知であるものの、仮に被告が主張す

るように各弁済の事実が認められるとしても、被告提出の書証によれば、

被告による各弁済は、いずれも、本件各差押えに基づく本件各債権差押通

知書が被告に送達された平成２６年１月２０日の後にされたものであり、

具体的には、第Ｆ号、第Ｇ号及び第Ｈ号については同月３１日以降毎月順

次されたものであり、第Ｉ号については同年６月３０日以降半年ごとに順

次されたものである。 

そして、徴収法６２条に規定される債権差押えの効力については、第三

者債務者に債権差押通知書が送達された時以後に、第三債務者が滞納者に

対して債務を履行しても、その履行をもって差押債権者である国に対抗す

ることはできず、重ねて国に対し履行をしなければならないとされている。 

したがって、本件各差押えにつき、第三債務者である被告は、本件各差

押えの効力が発生した以後の各滞納会社に対する弁済をもって、原告に対

抗することができないことは明らかである。 

ウ なお、被告は、原告が民法４８１条に関する主張、立証をしないから、

弁済の抗弁が認められるべきである旨主張するが、民法４８１条をどのよ
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うに解したとしても、差押えの効力が発生した以後に第三債務者の債務者

に対する弁済をもって差押債権者に対抗できることにならないのである

から、被告の主張は失当である。 

（５） 争点（５）（被告の相殺の抗弁に理由はあるか、仮に理由があった場合、

原告の予備的請求に理由はあるか。）について 

（被告の主張） 

ア 仮に、争点（４）における弁済の抗弁が認められない場合であっても、

被告は、各滞納会社に対し、平成２６年１月１６日よりも前から貸付金

（Ｊについては４４８万０７００円、Ｋについては５１７万１３００円、

Ｌについては１０２９万１６００円、Ｍについては５８５万６２００円）

を有しているから（Ｆ号乙Ａ５の１～同７、Ｇ号乙Ｂ５の１～同７、Ｈ

号乙Ｄ５の１～同７、Ｉ号乙Ｅ５の１～同７）、被告の各滞納会社に対す

る上記貸金返還請求権を自働債権、原告の本件各差押えをして被告に請

求する本件各報酬等債権を受働債権として、対当額で消滅させる相殺の

抗弁を予備的に主張する。 

なお、差押債権に対する弁済にかえての抗弁として相殺を認める最高裁

昭和４５年６月２４日大法廷判決・民集２４巻６号５８７頁（以下「最高

裁昭和４５年判決」という。）に照らせば、被告の上記相殺も有効である。 

イ 原告の予備的請求については、否認し争う。 

（原告の主張） 

ア 被告の相殺の抗弁について 

（ア） 原告の相殺の抗弁主張は否認し争う。 

（イ） 被告は、各滞納会社に対し、その主張する貸付金債権と原告が各差

し押さえた本件各報酬等債権の相殺を主張するものの、争点（４）の

被告主張によれば、被告は、本件各報酬等債権のうち、第Ｆ号、第Ｇ

号及び第Ｈ号については、平成２６年１月３１日以降毎月順次弁済を
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し、第Ｉ号については同年６月３０日以降半年ごとに順次弁済をした

というのであるから、被告の主張する上記各貸付金債権（自働債権）

と本件各報酬等債権（受働債権）は相殺適状となったものの、上記各

弁済により、受働債権である本件各報酬等債権は被告と各滞納会社間

では有効に消滅したことになる。したがって、本件各報酬等債権が消

滅している以上、被告が本訴訟において主張する相殺の抗弁は許され

ないものである。 

イ 原告の予備的請求について 

（ア） 徴収法６６条の趣旨は、単一の原因に基づき継続的に発生する債権

については、包括的な差押えを認めないと手続が煩さであり、また１

個の差押えの効力を全体に及ぼしても、第三者債務者も債務者も特に

不利益を受けることにならないと考えられることから、債権差押えの

簡易化を図ったものとされている。そうすると、仮に、第三債務者の

訴訟上の相殺の抗弁が判決により認められた場合、相殺により被差押

債権が消滅したとして差押債権者の取立権行使がもはや認められな

いとすれば、差押債権者である国は、新たに差押えをし直さなければ

ならなくなるが、そのような解釈は、徴収法６６条の上記趣旨に反す

るというべきである。 

したがって、徴収法６６条に基づく継続債権の差押えの効力につい

ては、第三債務者の訴訟上の相殺の抗弁が認められた場合、相殺によ

り消滅する当該債権の後に弁済期が到来する各個の債権につき、当初

から差押えの効力が及ぶことになり、国は、引き続き、相殺により消

滅する当該各債権の後に弁済期が到来する各個の債権につき「徴収す

べき国税」全額が消滅するまで取立権を行使することができると解す

べきである。 

（イ） したがって、本件事案において、仮に、被告の相殺の抗弁が認めら



 

 14 

れるような場合においても、本件各差押えの効力は、相殺の抗弁によ

り相殺適状時に遡って消滅する本件各報酬等債権の後に弁済期が到

来する各報酬等債権のうち滞納国税に満つるまでの範囲に及ぶこと

になるから、予備的請求には理由がある。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前提事実に加え、証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる。 

（１） 本件各差押後の被告による各滞納会社に対する弁済を示す証拠の記載 

ア Ｆ号について 

Ｊは、本件差押１の債権差押通知書が被告に送達された平成２６年１月

２０日の後、本件報酬等債権１につき、同月３１日付けで５５万円、同年

２月２８日付けで５５万円、同年３月３１日付けで５５万円、同年４月３

０日付けで５５万円、同年５月３１日付けで５５万円、同年６月３０日付

けで１７５万円、同年７月３１日付けで５５万円、同年８月３１日付けで

５５万円、同年９月３０日付けで５５万円、同年１０月３１日付けで５５

万円、同年１１月３０日付けで５５万円、同年１２月３１日付けで１７５

万円（以上、合計９００万円）を被告がＪに現金で弁済した旨の領収証を

被告宛てに各発行している（Ｆ号乙Ａ４の１～１２）。また、Ｊは、本件

報酬等債権１につき全額被告からＪに支払われている旨の債権残高証明

書を平成２７年３月１４日付けで発行している（Ｆ号乙Ａ１、２）。さら

に、Ｊの平成２６年度分の確定申告書等の記載は、本件報酬等債権１が弁

済済みであることを前提としたものとなっている（Ｆ号乙Ａ３）。 

イ Ｇ号について 

Ｋは、本件差押２の債権差押通知書が被告に送達された平成２６年１月

２０日の後、本件報酬等債権２につき、同月３１日付けで５５万円、同年

２月２８日付けで５５万円、同年３月３１日付けで５５万円、同年４月３

０日付けで５５万円、同年５月３１日付けで５５万円、同年６月３０日付
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けで１８１万９０００円、同年７月３１日付けで５５万円、同年８月３１

日付けで５５万円、同年９月３０日付けで５５万円、同年１０月３１日付

けで５５万円、同年１１月３０日付けで５５万円、同年１２月３１日付け

で１８１万９０００円（以上、合計９１３万８０００円）を被告がＫに現

金で弁済した旨の領収証を被告宛てに各発行している（Ｇ号乙Ｂ４の１～

１２）。また、Ｋは、本件報酬等債権２につき全額被告からＫに支払われ

ている旨の債権残高証明書を平成２７年３月１４日付けで発行している

（Ｇ号乙Ｂ１、２）。さらに、Ｋの平成２６年度分の確定申告書等の記載

は、本件報酬等債権２が弁済済みであることを前提としたものとなってい

る（Ｇ号乙Ｂ３）。 

ウ Ｈ号について 

Ｌは、本件差押３の債権差押通知書が被告に送達された平成２６年１月

２０日の後、本件報酬等債権３につき、同月３１日付けで５５万円、同年

２月２８日付けで５５万円、同年３月３１日付けで５５万円、同年４月３

０日付けで５５万円、同年５月３１日付けで５５万円、同年６月３０日付

けで１７５万円、同年７月３１日付けで５５万円、同年８月３１日付けで

５５万円、同年９月３０日付けで５５万円、同年１０月３１日付けで５５

万円、同年１１月３０日付けで５５万円、同年１２月３１日付けで１８１

万８０００円（以上、合計９０６万８０００円）を被告がＬに現金で弁済

した旨の領収証を被告宛てに各発行している（Ｈ号乙Ｄ４の１～１２）。

また、Ｌは、本件報酬等債権３につき全額被告からＬに支払われている旨

の債権残高証明書を平成２８年９月９日付けで発行している（Ｈ号乙Ｄ１、

２）。さらに、Ｌの平成２６年度分の確定申告書等の記載は、本件報酬等

債権３が弁済済みであることを前提としたものとなっている（Ｈ号乙Ｄ

３）。 

   エ Ｉ号について 
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Ｍは、本件差押４の債権差押通知書が被告に送達された平成２６年１月

２０日の後、本件報酬等債権４につき、同年６月３０日付けで２２８万円、

同年１２月３１日付けで２６６万５０００円（合計４９４万５０００円）、

平成２７年６月３０日付けで２２８万円、同年１２月３１日付けで２８８

万８０００円（合計５１６万８０００円）を被告がＭに現金で弁済した旨

の領収証を被告宛てに各発行している（Ｉ号乙Ｅ４の１～４）。また、Ｍ

は、本件報酬等債権４につき全額被告からＭに支払われている旨の債権残

高証明書を平成２８年９月９日付けで発行している（Ｉ号乙Ｅ１の１）。

さらに、Ｍの平成２６年度分の確定申告書等の記載は、本件報酬等債権３

が弁済済みであることを前提としたものとなっている（Ｉ号乙Ｅ３）。 

（２） 本件各差押え前の被告の滞納会社に対する貸付金の存在を示す証拠の記

載 

ア Ｆ号について 

Ｊは、平成２１年７月２２日付けで１４８万０７００円、同年１２月１

日付けで２００万円、平成２３年１月１日付けで１００万円をそれぞれ被

告から利息年３％、返済期限の定めなしの約定で借り受けた旨の金銭借用

証書を被告に交付し、同社の平成２１年度以降の各決算書には、上記各借

受金が同社の長期借入金である旨記載されている（Ｆ号乙Ａ５の１～３、

６の１～５。）。 

イ Ｇ号について 

Ｋは、平成２１年１月１日付けで１００万円、同年７月２２日付けで２

１７万１３００円、同年１２月１日付けで２００万円をそれぞれ被告から

利息年３％、返済期限の定めなしの約定で借り受けた旨の金銭借用証書を

被告に交付し、同社の平成２１年度以降の決算書には、上記各借受金が同

社の長期借入金である旨記載されている（Ｇ号乙Ｂ５の１～３、６の１～

５）。 
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ウ Ｈ号について 

Ｌは、平成１３年１月１日付けで３００万円、平成１６年１月１日付け

で１００万円、平成１９年１月１日付けで１００万円、平成２１年１月１

日付けで１００万円、同年７月２２日付けで２２９万１６００円、同年１

２月１日付けで２００万円をそれぞれ被告から利息年３％、返済期限の定

めなしの約定で借り受けた旨の金銭借用証書を被告に交付し、同社の平成

１３年度以降の決算書には、上記各借受金が同社の長期借入金である旨記

載されている（Ｈ号乙Ｄ５の１～６、６の１～１５）。 

エ Ｉ号について 

Ｍは、平成２１年７月２２日付けで１８５万６２００円、同年１２月１

日付けで３００万円、平成２３年１月１日付けで１００万円をそれぞれ被

告から利息年３％、返済期限の定めなしの約定で借り受けた旨の金銭借用

証書を被告に交付し、同社の平成２１年度以降の決算書には、上記各借受

金が同社の長期借入金である旨記載されている（Ｉ号乙Ｅ５の１～３、６

の１～７）。 

２ 以上の認定事実を踏まえ、本件争点について判断する。 

（１） 争点（１）（本件各差押えにつき、被差押債権の特定はされているか。）

について 

ア 債権の差押えにおける被差押債権の特定は、既に発生した債権につい

ては、債権者（滞納者）、第三債務者、債権の数額、給付の内容、発生日

時等の要素を表示することにより、また、将来生ずべき債権については、

債権者（滞納者）、第三債務者、債権の発生原因、債権の種類、発生期間

（始期及び終期）等を表示することによって行い、その特定は被差押債

権を確知できる程度に表示されれば足りるものと解される［徴収法基本

通達（６２条関係２４）。Ｆ号甲Ａ１５］。また、本件各差押えにおける

被差押債権は、同一の法律関係に基づき継続的な収入を内容とする債権
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（本件各報酬等債権）であり、そのような債権については徴収すベき国

税の額の全部を徴収できるまで差押えの効力が及ぶ（徴収法６６条）。 

かかる観点から本件各差押えについてみると、前提事実記載のとおり、

本件各差押えは、本件各租税債権を徴収するため、本件各報酬等債権を滞

納国税（本件各租税債権）に満つるまでの範囲で行ったものであり、また

その記載内容については、債権者（滞納者）、第三債務者、債権の発生原

因、債権の種類、発生期間（始期及び終期）等が表示されており、格別そ

の特定に欠けるとはいえない。 

イ これに対し、被告は、Ｆ号、Ｇ号、Ｈ号については、本件委託契約１

～３の内容である①管理委託業務、②清掃委託業務、③共用部メンテナ

ンス委託業務、④その他業務委託業務に基づく債権の積算順序が分から

ない、Ｉ号については本件委託契約４に基づく債権の積算順序が分から

ない旨主張する。 

しかし、前記説示のとおり、本件各差押えにおいて、原告は、徴収すべ

き滞納国税の額に満つるまでの本件各報酬等債権を全て差し押さえてい

るところ、積算順序の指定は債権の特定の問題ではなく、債権の履行の順

序の問題というべきであり、積算順序の指定がないことをもって直ちに被

差押債権の特定に欠けるものとはいえない。 

したがって、被告の上記主張は採用することができない。 

ウ また、被告は、最高裁平成２３年９月２０日第三小法廷決定・民集６

５巻６号２７１０頁に照らせば、本件各債権差押調書及び本件各債権差

押通知書記載の差押財産目録の表示では、第三債務者である被告が確実

に差押債権と差押債権でないものを識別することができる表示があった

ものとは認められないから、本件各差押えは違法、無効である旨主張す

る。 

しかし、上記最高裁決定は、民事執行規則１３３条２項に基づく債権差
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押えを前提にしており、徴収法６２条に基づく差押えである本件各差押え

には直ちに適用されるものではない上、前記説示のとおり、本件各差押え

により、本件各報酬等債権は、滞納国税に満つるまでの範囲で包括的に差

し押さえられている以上、これを前提にそのうちのどの部分を納税するか

は第三債務者である被告の履行の問題にすぎないというべきである。 

したがって、被告の上記主張は採用することができない。 

（２） 争点（２）（将来債権についての本件各差押えは有効か。）について 

被告は、本件各報酬等債権は徴収法６６条の定める継続収入の債権には当

たらないから、将来債権に対する本件各差押えは無効である旨主張する。 

そこで検討すると、徴収法６６条は、「給料若しくは年金又はこれらに類

する継続収入の債権の差押の効力は、徴収すべき国税の額を限度として、

差押後に収入すべき金額に及ぶ。」と規定しており、これは、給料等の継続

的な収入を内容とする債権の差押えの効力は、徴収すべき国税の額を限度

として、差押後に収入すべき金額に及ぶことを規定したものと解される。

また、同条の適用を受ける債権は、給料、年金のほか、俸給、歳費、恩給、

賃貸料、社会保険制度に基づく診療報酬債権等、同一の継続的関係に基づ

いて発生する債権と解される（最高裁平成１７年１２月６日第三小法廷決

定・民集５９巻１０号２６２９頁参照）。そうすると、前記説示のとおり、

本件各報酬等債権は、同一の法律関係に基づき継続的な収入を内容とする

債権（本件各報酬等債権）であるから、将来債権についての本件各差押え

は有効である。 

したがって、被告の上記主張は採用することができない。 

（３） 争点（３）（本件各差押えの効力の及ぶ範囲はどこまでか。）について 

被告は、本件各差押えは滞納国税に満つるまでの範囲を超えて差押え後に

収入すべき金額にまでされたものである旨主張する。 

しかし、前記（２）に説示のとおり、継続収入の債権の差押えの効力は、
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徴収すべき国税の額を限度として、差押え後に収入すべき金額に及び（徴

収法６６条）、また、前記認定のとおり、本件各差押えは「滞納国税の額に

満つるまで」の範囲で行われているから（別紙２、４、６、８参照）、本件

各差押えの効力は、滞納国税である本件各租税債権の額に及ぶものと認め

られる［なお、原告は、Ｆ号及びＧ号について、それぞれ平成２７年１２

月１日付けで請求の減縮申立をして、取立権を行使する範囲を、本件報酬

等債権１及び同２に対する各差押えの効力が及ぶ範囲（滞納国税である各

租税債権の金額に満つるまで）と一致させている。］。 

したがって、被告の上記主張は採用することができない。 

（４） 争点（４）（被告は、本件各報酬等債権の弁済を原告に対抗できるか。）

について 

ア 前記認定事実及び弁論の全趣旨に照らせば、被告は、本件各差押えに

基づく本件各債権差押通知書が被告に送達された平成２６年１月２０日

の後に、本件各報酬等債権につき、各滞納会社に弁済を行ったものと認

められる。 

しかし、徴収法６２条に規定される債権差押えの効力については、第三

者債務者に債権差押通知書が送達された時以後に、第三債務者が滞納者に

対して債務を履行しても、その履行をもって差押債権者である国に対抗す

ることはできず、重ねて国に対し履行をしなければならないと解するのが

相当である。 

したがって、本件各差押えにつき、第三債務者である被告は、本件各差

押えの効力が発生した以後の各滞納会社に対する弁済をもって、原告に対

抗することができない。 

イ なお、被告は、原告は民法４８１条の本件各差押えへの適用について

主張、立証をしないから、被告は上記各弁済を原告である国に対抗する

ことができる旨主張するが、上記の徴収法６２条に規定される債権差押
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えの効力の解釈に照らせば、被告の主張は失当であり、採用することは

できない。 

（５） 争点（５）（被告の相殺の抗弁に理由はあるか、仮に理由があった場合、

原告の予備的請求に理由はあるか。）について 

ア 被告は、予備的主張として、仮に弁済の抗弁が認められない場合であ

っても、被告は各滞納会社に対し、平成２６年１月１６日よりも前から

貸付金を有しており、被告の各滞納会社に対する上記貸金返還請求権を

自働債権、原告の被告に請求する本件各報酬等債権を受働債権として、

対当額で消滅させる旨の相殺の意思表示を本件訴訟において行った旨主

張する。 

しかし、相殺適状は、原則として相殺の意思表示がされたときに現存す

ることを要するのであるから、いったん相殺適状が生じていたとしても、

相殺の意思表示がされる前に一方の債権が弁済、代物弁済、更改、相殺等

の事由によって消滅していた場合には相殺は許されないと解するのが相

当である（最高裁昭和５４年７月１０日第三小法廷判決・民集３３巻５号

５３３頁参照）。また、前記説示のとおり、第三債務者が債権差押通知書

の送達を受けた後に債務を履行したときは、重ねて国に対して履行の責を

負うことになるものの、その履行は、滞納者との関係では有効であると解

するのが相当である。 

以上を踏まえて本件各事案についてみると、前提事実及び前記認定に照

らせば、各滞納会社の被告に対する本件各報酬等債権は、平成２６年１月

１６日以降順次発生しているものの、その後被告は、同債権を順次現金で

弁済しており、そうすると、自働債権である上記貸金返還請求権と受働債

権である本件各報酬等債権はいったん相殺適状になっていたとしても、上

記弁済によって受働債権たる本件各報酬等債権は各滞納会社との関係に

おいて消滅していることになる。したがって、被告が、消滅している本件
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各報酬等債権を受働債権として本件訴訟において相殺の意思表示をして

もその効力は生じないというべきである。 

イ これに対し、被告は、最高裁昭和４５年判決に照らせば、被告の上記

相殺も有効である旨主張する。 

そこで検討すると、最高裁昭和４５年判決は、債権が差し押さえられた

場合において、「第三債務者は、その債権が差押後に取得されたものでな

いかぎり、自働債権および受働債権の弁済期の前後を問わず、相殺適状に

達しさえすれば、差押後においても、これを自働債権として相殺をなしう

るものと解すべきであり」と判示しているところ、前記最高裁昭和５４年

７月１０日第三小法廷判決・民集３３巻５号５３３頁を併せ考察すれば、

最高裁昭和４５年判決は、第三債務者による相殺の意思表示時の際に受働

債権が消滅していないことを当然の前提としているものと解され、自働債

権及び受働債権が相殺適状に達した後に受働債権が弁済によって消滅し

た場合である本件各事案にまで及ぶものとはいえない。 

したがって、被告の上記主張は採用することができない。 

（６） その他、被告は、原告の本件各請求を無効であるとして、るる主張する

が、いずれも当裁判所の上記判断を左右するに足りるものとはいえない。 

３ まとめ 

以上によれば、予備的請求について判断するまでもなく、原告は、主位的請

求に基づき、主文１項～４項のとおり、被告に対し、本件各報酬等債権及び本

件各差押え後の平成２７年１月１日以降の遅延損害金の支払を求めることがで

きる。 

第４ 結論 

   よって、原告の本件各請求はいずれも理由があるから認容することとし、主

文のとおり判決する。 
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横浜地方裁判所第４民事部 

   裁判官   菅野 正二朗 


